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ご挨拶を申し上げます前に、新型コロナウイル
ス感染症及び令和２年７月豪雨によりお亡くなり
になられた方々のご冥福をお祈り申し上げますと
ともに、現在も多大なる影響を受けられている皆
様に心からお見舞いを申し上げます。また、この
コロナ禍においても、事業継続の方針のもと現場
作業を続け、さらには豪雨災害の復旧・復興作業
に従事されている皆様方に敬意を表する次第でご
ざいます。

１．はじめに
長崎県は、自然や歴史、文化、食などの国内外
に誇れる観光資源が豊富で、軍艦島に代表される
「明治日本の産業革命遺産　製鉄・製鋼、造船、
石炭産業」と、大浦天主堂などの「長崎と天草地
方の潜伏キリシタン関連遺産」の２つの世界遺産
を有しています。
また、令和４年度を予定している九州新幹線西
九州ルートの暫定開業や、海の玄関口である長崎
港での大型クルーズ船受入拡大に向けた松が枝埠
頭の２バース化など、観光客の受入体制の構築を
進めており、豊富な観光資源を活用した交流人口
の拡大により、地域経済を活性化させるとともに、
訪れる人々が安心して快適な観光を楽しめる「観
光立県長崎」を築くことを目指しています。

２．長崎県における建設業の現状と課題
長崎県は、昭和57年の長崎大水害をはじめと
した県内各地の水害、平成２年雲仙普賢岳の噴火
災害など度重なる災害に見舞われてきました。近
年では、平成30年から３年連続で大雨特別警報
が発令されるなど、本県は常に自然の驚異にさら
されており、県民の生命・財産を守るためにはハー
ド・ソフト両面で十分な対策を行っていくことが

重要だと認識しております。
一方、こうした災害時に緊急対応や応急復旧を
担う本県建設業就業者数は、建設投資の減少とと
もに、ピーク時（平成７年）の６割程度となる約
5.6万人（平成29年）に減少しています。また、
そのうち55歳以上が41％、29歳以下が10％と高
齢化が進む中、高校生の県内建設業就職率は
44％と低く、新卒３年以内の離職率は45％と高
い水準になっております。
建設業は、最前線で地域社会の安全・安心の確
保を担う「地域の守り手」として不可欠な存在で
あるため、今後の高齢層の大量離職を考慮すると、
県内の高校・大学を卒業する若者の県内建設業へ
の就職・定着促進が重要な課題であり、早いうち
に手を打つ必要があります。

３．建設業への就業率向上を目指して
このため、本県は、平成26年７月に設立され
た「産学官連携建設業人材確保育成協議会」に参
画し、県内建設業関係団体・長崎大学・県内工業
高校とともに、建設業の中長期的な人材確保・育
成等に関して議論を続け、若者就職・定着促進対
策として、主に以下のような取組を行っております。
１�）建設業魅力発信のため、年間１万人以上が建
設業を体験できる場の提供（平成27年～）
２�）女性も働きやすい就労環境づくりに向け、女
性技術者と女子学生の交流会の実施（平成28
年～）
３�）工業高校教諭と建設業経営者が意見交換する
場の設置（令和元年～）
４�）工業高校の生徒に対し、卒業生・建設業経営
者による講話・意見交換（令和元年～）
５�）入職後３年程度以下の若手技術者を対象とし
た土木施工管理に関する基礎研修の実施（令和

公共工事の品質確保に向けた取組み
～担い手確保の推進に向けて～
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元年～）
本年度には、建設業のイメージ向上と魅力発信
のため、建設業PR映像の制作を行っており、完
成後は、イベントや就職説明会、インターネット
等で公開し、本県建設業への就職を考えるきっか
けにしてもらう予定です。
こうした取組により、少しでも建設業に触れる
機会を提供して建設業の魅力を伝え、若者が建設
業に対して抱いているイメージを向上させていく
ことが、県内建設業への就業率向上への第一歩だ
と考えております。

４．公共事業の品質確保に向けて
令和元年の新担い手３法の改正に伴い、品質確
保などに向けた発注者の責務として、施工時期の
平準化等による働き方改革の推進、情報通信技術
の活用による生産性向上、緊急時の入札等の適切
な選択などによる災害時の緊急対応の強化が求め
られております。
本県でも、長時間労働や、休日が少ないことが、
高校生が建設業への就職を敬遠している原因の一
つと言われています。新担い手３法の改正に合わ
せ、長時間労働の解消や生産性向上に向け、以下
のような取組を実施しております。
１）週休２日制の導入
⑴ �国・県・市町など県内41発注機関が連携し、
県内建設現場において毎月第２土・日曜日
を一斉閉所とするキャンペーン「きらきら
２連休」を実施

⑵ �災害等を除くすべての工事で、当初設計段
階で４週８休の補正積算を実施

２）ICTの活用
ICT活用工事の対象土量を、全国に先駆けて
1,000㎥に拡大

３）就労環境改善
女性の建設業への入職促進・定着に向けて、
トイレ・更衣室・休憩室の整備を促進

４）平準化の推進
⑴ �指名競争入札で発注する工事は、実工期の
30％かつ60日間を超えない範囲で余裕期間
を設けて発注

⑵ �債務負担行為（ゼロ県債）を活用した前倒し発
注などによる、ピーク時稼働件数の平準化

また、コロナ禍における三密対策への対応とし
て、テレビ会議を活用した打合せや検査等を実施
しておりますが、コロナ禍の長丁場に備え、遠隔
臨場が実施できるようウェアラブルカメラの導入
など、さらなるICT技術の活用について、積極的
に検討を進めているところであります。

５．おわりに
建設業には、地域の社会基盤を維持するととも
に、激甚化する災害への緊急対応が求められてお
りますが、離島を多く有する長崎県においては、
地域毎に一定規模の人材を確保しておく必要があ
ります。
長崎県では、建設業を支えていくため、建設業
団体等と連携を図りながら、これからも建設業の
魅力を伝え、担い手対策や働き方改革に積極的に
取り組む考えであり、関係者の皆様におかれまし
ては、ご協力のほどよろしくお願いいたします。
結びに、11月に予定されております第668回
建設技術講習会「災害に強い安全な国土づくり」
では皆様のお越しを心よりお待ちしております。
移動に際してはコロナ対策を十分に行っていただ
くとともに、気を付けてお越しください。
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